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●：土木部関係施策

●安全で快適な生活を楽しめる道づくり
通勤・通学や買い物などに使う生活道路の
急カーブやすれ違いが困難な場所を解消し、
快適に走行できるように整備します。
また、歩道の整備やバリアフリー化を推進
し、誰でも安心して歩けるように整備します。
さらに、落石などの危険性がある箇所の対策
や大雨・地震のときの避難・救援ルートの整
備を進めます。

●河川改修やダムによる総合的な
治水対策の推進
近年の局地的な異常気象による浸水被害か
ら人命及び財産を守るため治水対策事業を推
進します。
また、浸水箇所の被害ポテンシャル減少の
ため、暫定改修の手法などを積極的に導入し
河川改修等とともに、適正な維持管理水準の
確保を推進します。

●いのちとくらしを守る土砂災害
対策の計画的推進
土砂災害による被害を最小限にくい止める
ために、砂防施設等の整備を推進します。
また、土砂災害警戒情報の発表や、土砂災
害防止法に基づく土砂災害（特別）警戒区域の
指定により警戒避難体制の整備や危険区域に
おける宅地開発の規制等を促進する等のソフ
ト面を充実させることで、ハード・ソフト両
面からの総合的な土砂災害対策を推進します。

●都市の再生と活性化を図るための拠点づくり
賑わいと活力
あるまちづくり
を実現するため、
市街地を分断し
ている鉄道の高
架化や土地区画
整理事業等に取
り組み、都市の
再生、活性化を
推進します。

●活力ある地域社会形成のための住宅・住環境づくり
誰もが安心して快適に
住み続けられる住宅の確
保を目標に、公営住宅の
供給が不足している市町
において、老朽化が著し
い公営住宅団地の再生を
推進し、現在の居住水準
に見合った良質な公営住
宅の整備を行います。

●地域社会を支える海上輸送サービスの確保
背後圏に立地する企業の需要動向に対応し、重点的に多目的国
際ターミナルや国内物流ターミナルの整備を行うことにより、コ
ンテナ、木材、石炭などの効率的な輸送が可能となり、輸送費用
の縮減による地場産業の
競争力強化や国際化が図
られ、地域社会の質の向
上や活性化を支えます。
また、離島においては、
生活必需品の輸送拠点や
住民生活に不可欠な交通
手段として海上輸送サー
ビスの確保を推進します。

●広域交流・連携を目指した道づくり
高速道路の早期の延伸と高速道路ネットワークの形成を推進します。
また、高速道路へのアクセス道路の整備や主要都市間を結ぶ幹
線道路の整備による広域交流ネットワークの形成を進め、地域間
の交流や連携の強化・拡充を目指します。

●「川らしさ」を尊重し、
画一的な川づくりの廃止
河川本来の機能を保全・復元するため、現
況の河川形状に応じた瀬、淵の形成を図り、
河川の特性に応じた川づくりを進めます。

●下水道の整備
汚水の排除、トイレの水洗化といった生
活環境の改善や、河川・海域などの公共用
水域の水質保全のため、下水道の整備を推
進します。

●都市における自然の創出・保全や
居住環境改善に寄与する公園整備
自然との共生を実感できる魅力的な都市
や都市の居住環境向上のため、貴重な緑の
保全・活用、自然再生や多様な生物の生息
生育基盤の確保に寄与する緑豊かな公園・
緑地の整備を促進していきます。

注）単位未満を四捨五入しているため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。

【本庁土木部】 【地方機関】

〒７９０－８５７０ 松山市一番町４丁目４－２ ℡０８９－９４１－２１１１（代） ホームページ◆http : //www.pref.ehime.jp
編集・発行 愛媛県土木部管理局土木管理課技術企画室 ℡０８９－９１２－２６４７
このパンフレットの内容は、ホームページ（えひめの土木）でご覧になれます。
ホームページ◆http : //www.pref.ehime.jp/070 doboku/020 gijutsukikak/00005739041124/index.htm

■コスト縮減

５つの重点目標と優先施策（３３施策）

■暮らしを守る県土づくり ～安全で安心して暮らせるための県土づくり～ ■暮らしを支える県土づくり ～交流と連携を図るための県土づくり～

躍動
〔愛媛の現在と未来を担う人材の育成〕
○ゆとりある教育環境の整備 ○教職員の資質向上
○社会全体で取組む青少年の健全育成 ○競技スポーツの振興
○文化をはぐくむ環境・機会づくり

共生
〔助け合い支え合う地域社会の構築〕
●県民の県民による地域社会づくり ○男女共同参画社会の実現
○高齢者にやさしい福祉社会づくり ○子どもの健全育成と子育て支援の充実
○地域医療体制の充実 ○救急医療体制等の整備

快適

〔安全・安心で快適な暮らしの実現〕
○循環型社会 ○食の安全・安心対策の推進
○犯罪に強い安全な社会の実現 ●生活環境の保全
●危機管理体制の充実・強化 ●県土の保全
●災害に強いまちづくり ●災害復旧への迅速な対応
●水資源の確保と節水型社会づくり ○森林の整備・保全

活力

〔再生と創出によるたくましい産業の育成〕
○新産業や新規ビジネスの創出 ○企業立地の促進
●県内産業の高付加価値化・高度化の促進 ○農業の担い手の確保・育成と経営支援体制の強化
○新たな愛媛ブランドの確立と流通戦略の推進 ○林業就業者の確保・育成と経営体・事業体の育成
○森林の整備・保全【再掲】 ○漁業就業者の確保・育成と経営支援体制の強化
○観光・物産の振興 ○地域の実情を踏まえた雇用対策の推進

交流
〔暮らしと産業を支える基盤の整備〕
●広域・高速交通ネットワークの整備促進 ●多様な分野における高度情報化の推進
●県内地域間を結ぶ交通体系の整備・充実

項 目 基準年月 単位 全 国 中 四 国 愛 媛 県 全国順位 中四国順位 摘 要

概
要
人 口 Ｈ１７ 千人 １２７，７６８ １１，７６２ １，４６８ ２７ ４

面 積 Ｈ１９．１０ � ３７７，９３０ ５０，６０７ ５，６７８ ２５ ６ 都県にまたがって境界未定となっている市区町村等の面積値は含まない

道

路

高 規 格
幹 線 道 路

総 延 長 Ｈ２０．３ � １４，０００ － ３０６．２ － －

開 通 延 長 Ｈ２０．３ � ９，２７４ － ２２７．１ － － 一般国道自動車専用道路を含む

開 通 率 Ｈ２０．３ ％ ６６．２ － ７４．２ － －

国 ・ 県 道

実 延 長 Ｈ１８．４ � １８３，６４０．４ ３０，７７５．１ ３，９７８．７ １６ ３

改 良 延 長 Ｈ１８．４ � １５１，５７０．９ ２２，９２３．４ ２，７７１．９ ２６ ３ ５．５�未満含む
舗 装 延 長 Ｈ１８．４ � １７８，４２２．６ ３０，２７２．３ ３，８０８．６ １７ ４ 簡易舗装含む

改 良 率 Ｈ１８．４ ％ ８２．５ ７４．５ ６９．７ ４２ ７

舗 装 率 Ｈ１８．４ ％ ９７．２ ９８．４ ９５．７ ３９ ９

歩 道 設 置
道路実延長

一 般 国 道 Ｈ１８．４ � ３２，０５７．６ ５，１０５．０ ６７２．１ ２１ ３

都道府県道 Ｈ１８．４ � ４６，５１３．８ ６，１８１．３ ６２０．６ ３７ ５

河

川

河 川
指 定 延 長

一 級 河 川 Ｈ１９．４ � ８７，８３４．５ １３，９７９．３ １，９４４．３ － － 直轄管理含む

二 級 河 川 Ｈ１９．４ � ３５，８５７．８ ８，０９２．７ １，２４７．２ － －

ダム数（国土交通省所管・既設） Ｈ１９．４ 箇所 ５１６ １０６ １２ － －

海
岸
・
港
湾

海岸線の延長（国土・農林） Ｈ１９．４ � ３５，１８５ ７，７６５ １，６２８．７ ５ １

要 保 全 海 岸 延 長 Ｈ１９．４ � １５，２４１ ３，８８０ １，２１６．４ ３ １

港 湾 数 Ｈ２０．４ 箇所 １，０６１（６２） ３７５（２９） ５１（１） ５ ３ （ ）は公告水域内数

砂

防

土 石 流 危 険 渓 流 Ｈ２０．４ 渓流 ８９，５１８（１，９０５） ２４，１４８ ３，５４０ ４ ２ （ ）は平均

着 手 率 Ｈ２０．４ ％ － － ２７．４ － － 全国のデータは未公表

地 す べ り 危 険 箇 所 Ｈ２０．４ 箇所 １１，２８８（２４０） ２，３１１ ５０６ ５ ２ （ ）は平均

着 手 率 Ｈ２０．４ ％ － － ３３．６ － － 県の数値は調査のみを含む全国のデータは未公表

急傾斜地崩壊危険箇所 Ｈ２０．４ 箇所 １１３，５５７（２，４１６） ２７，１０５ ２，７５０ １９ ５ （ ）は平均

着 手 率 Ｈ２０．４ ％ － － ５４．２ － － 全国のデータは未公表

都

市

街 路 整 備 密 度 Ｈ１９．３ �／� １．７３ １．５０ １．３３ ４１ ７ （街路整備済延長）÷（用途地域面積）

都 市 公 園 整 備 率 Ｈ１９．３ �／人 ９．３ １２．４ １１．０ ２６ ７ （都市公園等面積）÷（都市計画区域内人口）

下水道処理人口普及率 Ｈ１９．３ ％ ７０．５ ４８．３ ４３．５ ３８ ５ （処理人口）÷（住民基本台帳人口）

土地区画整理事業着手率 Ｈ１９．３ ％ ２０．１ １３．２ ５．９ ４６ ９ （着手面積）÷（用途地域面積）

住

宅

住 宅 総 数 Ｈ１５．１０ 戸 ４６，８６２，９００ ４，３３１，０００ ５５７，１００ － －

持 ち 家 数 Ｈ１５．１０ 戸 ２８，６６５，９００ ２，８５４，３００ ３７１，０００ － －

持 ち 家 率 Ｈ１５．１０ ％ ６１．２ ６５．９ ６６．６ ２７ ５ データは推計値

１人当たり居住室の畳数 Ｈ１５．１０ 畳 １２．２ １３．１ １２．８ ２３ ８

１住宅当たり延べ床面積 Ｈ１５．１０ � ９６．２ １０６．１ １０１．８ ２９ ７

事務所名 住 所 電 話

東 予 地 方 局 建 設 部 西条市喜多川７９６－１ ０８９７－５６－１３００�
今 治 土 木 事 務 所 今治市旭町１丁目４－９ ０８９８－２３－２５００�
四国中央土木事務所 四国中央市三島宮川４丁目６－５３ ０８９６－２４－４４５５�
鹿森ダム管理事務所 新居浜市立川町広瀬６４５－３ ０８９７－４１－６４３８

黒瀬ダム管理事務所 西条市黒瀬字瓶乙１５８－６ ０８９７－５６－３１３１

玉川ダム管理事務所 今治市玉川町龍岡下カジヤ丁１－１７ ０８９８－５５－２２００

台ダム管理事務所 今治市大三島町宮浦６３６７番地 ０８９７－８２－１７６２

中 予 地 方 局 建 設 部 松山市北持田町１３２ ０８９－９４１－１１１１�
久万高原土木事務所 上浮穴郡久万高原町久万５７１－１ ０８９２－２１－１２１０

南 予 地 方 局 建 設 部 宇和島市天神町７－１ ０８９５－２２－５２１１�
八幡浜土木事務所 八幡浜市北浜１丁目３－３７ ０８９４－２２－４１１１

大 洲 土 木 事 務 所 大洲市田口甲４２５番地１ ０８９３－２４－５１２１

西 予 土 木 事 務 所 西予市宇和町卯之町４丁目４４５ ０８９４－６２－１３３１

愛 南 土 木 事 務 所 南宇和郡愛南町御荘平城３０４８ ０８９５－７２－１１４５

須賀川ダム管理事務所 宇和島市柿原乙２３４番地の１ ０８９５－２２－８６３５

山財ダム管理事務所 宇和島市津島町山財４２５０ ０８９５－３２－４０２０

課（室）名 電話（ダイヤルイン）

土 木 管 理 課 ０８９－９１２－２６４０

土木管理課技術企画室 ０８９－９１２－２６４６

用 地 課 ０８９－９１２－２６６０

河 川 課 ０８９－９１２－２６７０

水 資 源 対 策 課 ０８９－９１２－２６８０

港 湾 海 岸 課 ０８９－９１２－２６９０

砂 防 課 ０８９－９１２－２７００

道 路 建 設 課 ０８９－９１２－２７１０

道 路 維 持 課 ０８９－９１２－２７２０

都 市 計 画 課 ０８９－９１２－２７３５

都 市 整 備 課 ０８９－９１２－２７４５

建 築 住 宅 課 ０８９－９１２－２７５５

建 築 住 宅 課 営 繕 室 ０８９－９１２－２７６１

■重点化

■事業間の連携■県民との連携・協働

■環境との共生

■多発する自然災害 ■交流と連携

■少子・高齢化

■環境との共生、ゆとりの創造 ■都市の再生と活性化

■暮らしを育む県土づくり ～都市の再生と活性化を図るための県土づくり～

■暮らしを潤す県土づくり ～ゆとりと安らぎをもたらす県土づくり～

取 組 方 針 予 算
愛媛県の平成２０年度当初における土木部予算は７１，５４２百万円で、これは県全体の歳出予算（５８６，２５０百万円）の１２．２％となってい
ます。

本県においては、急峻な地形や脆弱な地質のため、自然災害が発生し易くかつ整備に多額の経費が必要となることに加えて、海
岸線が長いこともあり、対策の必要な浸水被害箇所や土砂災害危険箇所等が数多く残っているため、道路や下水道など、総じて社
会資本整備が遅れていることから、今後とも積極的に取り組んでいく必要があります。
しかしながら、国や県の財政状況の悪化により、平成２０年度の土木部の投資的経費は、ピークである平成７年度の約２６％までに
落ち込むなど、非常に厳しい状況となっています。
このため、より効果的・効率的な取り組みを進めていく必要があるとともに、さらに、住民の主体的で積極的な参加による住民
主導の地域づくりやまちづくり、環境への負荷が少なく持続的発展が可能な循環型社会の確立を進めていく必要があり、次の取組
方針のもと事業を進めていきます。

本県土木部関係の社会資本整備については、県の長期計画である「第五次愛媛県長期計画」を基本とし、国
が平成１５年１０月に策定した「社会資本整備重点計画」等とも整合を図りつつ、計画的な整備を行ってきました。
しかし、国や地方の財政状況は一層厳しさを増しており、社会資本整備の推進にあたっても、限られた財源
で最大限の効果を発揮させることが求められています。
このため、平成１８年３月に策定した県長期計画の「後期実施計画」のもと、引き続き、事業実施箇所の重点

化、コスト縮減、及び複数事業間の連携等を図り、より効果的・効率的に取組んでいくこととしています。

現 状 と 課 題 限られた予算で、最大の効果をより早く出すため、効果のよ
り大きな箇所、緊急性の高い箇所等に絞り込み、箇所の厳選・
重点化に取り組みます。

●最適最小ネットワークによる優先整備（道路・街路）
「県都６０・圏域内３０アクセスプラン関連道路」、「緊急輸送道路」、
「市町村合併支援道路」の３つ視点で１８０路線を選定し、重点的
に整備します。

国の「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」に沿っ
た対策を継続し、事業のスピードアップ、設計・調達の最適化、
制度や規格の見直し、ライフサイクルコストの検討等、様々な
施策を展開します。
●１．５車線的整備の導入
交通量や沿道状況、地形等から「２車線で整備する区間」、「１
車線で整備する区間」、「局部的な整備をする区間」を効果的に
組み合わせ、整備効果の早期発現とコスト縮減を図ります。

背後に険しい四国山地がそびえ、山地部は降水量も多く、ま
た中央構造線等の大きな断層が県土を縦断し、脆く崩れ易い地
質が広く分布していることから、平成７年の肱川の氾濫、平成
１３年の松山市における土砂災害、平成１６年の一連の台風による
県下全域の甚大な被害など自然災害が多発しています。
一方、瀬戸内海沿岸地
域は、年間降水量が非常
に少なく、渇水が度々発
生しています。
また、発生が危惧され
ている東南海・南海地震
では、大規模な被害が予
想されます。

本四３橋の開通や四国８の字ルートの進展で、本州等との交
流が大幅に増大する一方、他地域との競争あるいは連携が求め
られており、既存施設の効果を最大限に活用した地域づくりや、
効果を最大限に発揮させ
るための高速道路ネット
ワーク等の早期完成が強
く望まれています。
また、経済の急速なグ
ローバル化の進展により、
企業活動の国際化など物
流の広域化が進み、貿易
活動の拠点や高速道路等
とのアクセス強化が必要
となっています。

整整備備後後整整備備前前

局部的整備一般県道鳥越網代線（愛南町）

●道路ストックの適正な管理の推進
道路橋について、今後の急速な高齢化に対応するため、従来
の事後的な修繕・架替えから予防的な修繕・計画的な架替えへ
転換を図り、トータルコストの縮減を図ります。

しまなみ海道（来島海峡大橋）平成１６年台風１６号浸水状況（大洲市）

本格的な人口減少と高齢化時代を迎え、本県でも人口の減少が続き、特に、老齢人口（満６５歳以上）の割合は２４．０％で、全国水
準の２０．２％よりも早いペースで 高齢化が進展していることから、人口減少が地域経済に与える影響を緩和するための地域活性化
や、高齢者が安心して生活できる社会の構築が必要となっています。 県民が誇りと愛着を持てる地域社会づくりを進めるためは、

県民の参加と合意が不可欠であり、必要な情報等の提供に努め
る他、県民が社会活動へ参加し易い環境づくりを進めます。

●公共土木施設愛護事業
〔愛リバー・愛ビーチ・愛ロード制度〕
県が管理する河川・海
岸・道路の清掃美化活動を
自発的に行うボランティア
団体等に対し、作業用具の
貸与、ゴミ運搬車両の借り
上げ等の支援を行い、県民
と行政とのパートナーシッ
プを基本に美しい地域環境
を創り出していきます。

●民活河床掘削事業
河床に土砂が堆積
し、治水上支障のあ
る箇所のうち、建設
用骨材等として有効
活用が見込まれる箇
所について、採取を
希望する企業等を公
募し、民間活力を導
入した河床掘削を行
うとともに、土砂の
有効活用を図ります。

●ソフト対策と一体となった道路整備
歩行空間の整備・バリアフリー化、人優先のみちづくりなど
を面的に実施する「くらしのみちゾーン（県内３箇所）」、「あん
しん歩行エリア（県内１５箇所）」の整備については、国、公安委
員会、市町、関係住民等との連携を図り、歩道の整備のほか、
交通規制や信号制御などのソフト対策と一体となった道路整備
により、効果的な交通安全対策を推進します。

各事業間はもとより、他所管事業との連携も進め、より効果
的で効率的な整備を進めます。
●効率的・一体的な整備
ＪＲ松山駅
付近連続立体
交差事業によ
り、交通環境
の大幅な改善
を図るととも
に、関連する
土地区画整理
事業及び周辺
街路事業と一
体的に市街地
の整備を行い
ます。地元住民による本村海岸（伊予市）の清掃活動

標高西日本一の霊峰石鎚山（標高１，９８２ｍ）をはじめとする美
しい山々とそこから流れ出す無数の清流、風光明媚な大小２００の
島々が散在する瀬戸内海や宇和海など、全国に誇れる自然豊か
な景観に恵まれています。
これらの海、山、川等の貴重な財産を守り育て、未来に引き
継いでいくため、生活排水等の汚水浄化等により河川や海域等
の公共用水域の水質の改善や
保全を図るなど、自然環境に
配慮した施策が必要となって
います。
また、人々の生活の力点が
心の豊かさや余暇、家庭生活
の充実へと変化しており、豊か
な自然環境とのふれあいがで
きるゆとりと潤いのある空間
の確保が必要となっています。

高速交通体系の
整備推進にともな
い、県民生活や経
済活動の広域化と
利便性が図られる
中、県境を越えた
都市間競争に対応
するため、渋滞緩
和や主要施設との
アクセス向上等の
都市内交通の円滑
化や、快適で賑わ
いのある魅力ある
まちづくりなど、
都市の機能強化に
取り組むことが必
要となっています。

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業（松山市）

自然環境の保全やリサイクルの推進に取り組むとともに、森
林の保全のための公共事業への間伐材の積極的利用を進める等、
自然環境や県民にやさしい施策を展開します。
●間伐材の利用促進
景観や環境保全上、
木材の使用が望ましい
箇所や工事用看板や現
場立入防護柵等、強度
や耐久性の問題が比較
的少ない箇所において
間伐材の積極的な利用
を図ります。

二級河川国領川（新居浜市）

自然環境に配慮した急傾斜地
崩壊対策事業（松山市）

間伐材の残置型枠を活用した
下相川砂防えん堤（西予市）松山外環状道路

第五次愛媛県長期計画（新しい愛媛づくり指針） 愛媛県の社会資本整備状況整 備 方 針
愛媛県では、平成２２年を目標年次とする「第
五次愛媛県長期計画」を平成１２年３月に策定
し、“県民の県民による県民のための県政の
推進”を基本姿勢として、「前期実施計画」
のもと、過去５箇年にわたり様々な施策・事
業に取組んできました。
この間、高齢者介護や若年者雇用、地場産
業の再生、安全・安心の確保、循環型社会シ
ステム構築など、本県が直面する課題は広範
多岐にわたる傾向にあり、その一方で、国・
地方を通じた財政状況の悪化により、行財政
のスリム化や効率化が喫緊の課題となってい
ます。
このため、今後の県政運営においては、県
民のニーズを踏まえつつ、“選択と集中”の
もと限られた行財政資源を、緊急性や必要性
の高い分野に優先的・重点的に配分するとと
もに、市町との役割分担や県民との協働・連
携等をより一層強めて行く必要があります。
このような認識のもと、地域社会の自立
的・継続的な発展を県民とともに実現してい
くために、平成１８年度から２２年度までの県政
運営の行動指針となる「後期実施計画」を策
定しています。

第五次愛媛県長期計画の体系
台風等の自然災害から県民の生命や財産を守るため、河川、ダム、海岸、砂防等の防災施設の整備を推進するほか、高齢者や身障者等

生活弱者のための道路等におけるバリアフリー化等を推進していきます。
また、南海地震など大規模地震に備え、緊急輸送道路や緊急輸送港湾など重要施設の整備を重点的に行うハード対策に加え、各種ハザー
ドマップの策定を支援するソフト対策も進めていきます。

他地域との競争への対応や連携を確保し、個性豊かな地域づくりを進めていくため、高速道路網の早期完成を図る他、市町村合併に対
応した圏域内基幹道路網、更には圏域外や県外との広域的な連携を図るための道路網の整備を推進していきます。また、地球規模で進展
する物流のグローバル化に対応するため、拠点港湾における大型船が着岸できる岸壁等の整備を推進していきます。

一級河川肱川水系久米川（大洲市）

重要港湾松山港（松山市）

河川、海岸、湖沼等の公共用水域の保全・改善を図るため、公共下水道の整備を推進するほか、河川や道路などの社会資本の整備にあ
たっては、環境への負荷を極力少なくするために、現況の自然を保全あるいは、復元するよう努めていきます。
また、県民が緑や水に親しむことが出来るような公園や水辺の整備を進めるなど、ゆとりと安らぎを実感できる生活空間や居住空間の
整備に努めていきます。

津の浦川（宇和島市）一般国道４４１号（西予市）

都市部における交通渋滞を緩和するため、バイパス、環状道路、幹線街路等の整備を推進するとともに、魅力あるまちづくりのため、
街を遮断している鉄道の高架化や区画整理等の整備に取組み、都市の再生と活性化を図っていきます。

組 織

一級河川重信川水系内川（松山市） 特定環境保全公共下水道事業（上島町） 森見公園（今治市）県営住宅朝美団地（松山市）鉄道高架後のイメージ図（松山市）

土木部の防災対策 その他の取組
●愛媛県地域防災計画
本県の防災対策は、災害対策基本法に基づく「愛媛県地域防災計画（風水害等対策編・震災対策編）」において、「災害予防対策」「災
害応急対策」「災害復旧・復興対策」を定め、適正で迅速な対応に努めています。
�災害予防対策
・水害、地盤災害、道路災害、津波災害等に備える施設整備や公共土木施設の耐震対策等の計画的な推進に加え、点検、訓練等を実
施しています。
・ソフト対策として、災害危険箇所総括図の作成（１７年度）、河川・砂防情報システムの構築（１８年度）、河川の浸水想定区域図の作
成（１７年度～）等に取り組んでいます。

�災害応急対策
・風水害等が発生又は発生の恐れがある場合、震度４以上の地震が発生した場合（震度３は被害発生時）には、水防対策、所管施設
の被害把握、危険箇所点検、応急対策等を実施します。
・愛媛県建設業協会及び愛媛県建設産業団体連合会と「大規模災害時における応急対策業務に関する協定」を締結しており、大規模
災害時には迅速な情報収集や応急復旧が可能となっています。

�災害復旧・復興対策
・被災した公共土木施設の迅速な復旧等に努めます。
●東南海・南海地震対策
・「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」（１５年７月施行）に基づく県の「推進計画」（１６年８月国承認）
により対応します。
・「第３次地震防災緊急事業五箇年計画」（１８～２２年度）に基づき、地震防災上緊急に整備すべき施設を計画的に整備しています。
・１７年度から、四国の国出先機関及び４県で組織する「四国東南海・南海地震対策連絡調整会議」で、情報共有・施策連携等に取り
組んでいます。

●建設産業の再生支援
本県における建設産業は、地域経済や雇用を支える重要な産業として、また社会資本の整備や災害復旧時などの安心・安全な地域づ
くりの担い手として重要な役割を果たしていますが、建設投資が減少し、今後大幅な回復の見込みも少ないなど、厳しい経営環境にお
かれています。
このような中、土木部では１８年度から『建設産業再生支援アクションプログラム』に基づき、総合相談窓口の設置や、研修講座の開
催、助成事業などの支援事業を実施するとともに、県内市町との建設産業再生支援に関する検討会議の開催などを通じ、地域の関係機
関との連携を図っています。
２０年度は、相談窓口の運営や助成事業を引き続き実施するとともに、農林業やコミュニティビジネスなど、地域において建設業の経
営資源が活用できる分野について調査研究を行う会議を開催し、地域密着型産業である建設産業の経営多角化を支援することとしてい
ます。
●入札・契約制度の改善
県の入札・契約制度については、競争性・透明性・客観性の高い公正な入札・契約制度をめざし、改善に取り組んできたところです
が、平成１８年１２月に全国知事会が示した「都道府県の公共調達改革に関する指針」を受け、１９年度から一般競争入札の拡大や総合評価
落札方式の拡充等を進めています。
また、２０年度からは次の改善策を実施しています。
○「入札後審査型一般競争入札」の拡大に伴う改正 ○「簡易型総合評価落札方式」の拡充
○低入札価格調査制度の見直し ○入札ボンド制度の試行
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